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第７次銚子市行政改革大綱（案） 

 

 

１ 大綱の必要性 

 （１）大綱作成の意義 

    日本は、平成２０年をピークに人口減尐局面に入っており、世界に先駆けて人

口減尐・超高齢社会を迎えている。本市においても、人口減尐及び高齢化が続く

ことから（別添参照）、それに伴い市税、地方交付税等の歳入の減尐と社会保障

関係経費の更なる増加が見込まれ、本市の財政を取り巻く状況はますます厳しさ

を増している。 

    現在の本市の財政は、平成２６年度に経常収支比率が９７％となるなど硬直化

しており、基金の取崩し、事業や繰出金の先送り、退職手当債の借入などで実質

収支の黒字を確保しているものの、実質単年度収支は平成２３年度から平成２６

年度まで４年続けて赤字となっているのが現状であり、持続可能な財政構造への

転換に向け、更なる行財政改革が求められている。 

    そのような中で、市では、これまで６次にわたる行政改革大綱と「銚子市再生

の緊急改革プラン（平成２６年６月）」を策定し、平成２５年度から３年間にわ

たり事業仕分けを実施するなど行財政改革を進めてきた。これらの行財政改革に

より、一定の成果を上げることができたが、依然として本市の財政は厳しい状況

が続いている。 

    これまでの大綱は、市が作成した大綱案を市民代表者の会議で承認する形で策

定してきた。しかし、これまでと同じ方法で策定した大綱では、現在の厳しい財

政状況から脱却することは困難である。そこで、これまでとは異なる視点から、

行財政改革の背骨となる方針を定めた大綱を策定するものとする。 

    新たな大綱に基づく行財政改革により財政再建を果たし、地方創生を推進する

ための将来を見据えた新規事業に使える財源を生み出し、その財源を人口減尐対

策など市の活性化に向けた成長戦略に投入して、財政の好転につなげていく必要

がある。 

    第７次銚子市行政改革大綱による行財政改革は、今後の本市の財政にとって大

きな分岐点であるとの共通認識の下、市民と危機意識を共有し、「オール銚子」

で課題に取り組み、難局を乗り越えていかなければならない。 

 （２）行政改革の大綱策定にあたって 

    今回策定する大綱は、行財政改革の骨格となる方針を定めるものであり、具体

的な改革は、この大綱に沿って作成される実施計画により、市全体で危機感を 

   持って取り組むことが必要である。 

    行財政改革の推進に当たっては、財政再生団体への転落もあり得るという認識

の下、構造的な改革を、大綱の推進期間（平成２９年度～３３年度）において集

中的にスピード感を持って行っていかなければならない。 



2 

２ 市政の課題と財政分析 

 （１）市政の課題 

  ア 財政の危機的状況 

    本市は、人口減尐により地域経済の衰退傾向が続き、市税収入も平成２７年度

は１１年ぶりに８０億円を割り込んだ（７９億５，１０８万円）。こうした税収

の落ち込みに加え、平成２６年度には経常収支比率が９７％となるなど財政が硬

直化しており、さらに、これまで実施してきた千葉科学大学建設費助成や市立銚

子高等学校整備事業、学校給食センター整備事業などによる公債費の増大や、市

立病院への繰出金の負担もあり、深刻な財政難となっている。 

    本市の財政運営は、平成２５年度から予算の一部執行停止のほか、特別会計（国

民健康保険、介護保険）への繰出金の一部先送りや水道事業会計からの４億 

   ２，０００万円の長期借入（Ｈ２６）、さらには退職手当債２億８，９１０万円

の借入（Ｈ２７）などで、一般会計の赤字を回避する状況が続いている。 

    この間、一般家庭の貯金にあたる財政調整基金の残高は、平成２５年度末には約

２００万円と底をつき、平成２８年７月現在で約４億２，５００万円となってい

るものの、それは繰出金の先送りや退職手当債の借入などによるもので、深刻な

基金不足に変わりはない。また、借金返済額の財政規模に占める割合を示す実質

公債費比率も、平成２６年度決算で１４．４％と千葉県下の市の中では政令市で

ある千葉市を除き最悪の水準にある。そのため、基金の残高を確保することはも

とより、先送りや地方債へ過度に依存する財政運営も見直す必要がある。 

    今後、人口減尐により市税に加えて地方交付税の減額も見込まれ、公債費では、

小中学校耐震改修事業（Ｈ２４～２７）や消防庁舎整備事業（Ｈ２６～２９）等

の起債に係る元利償還が新たに発生する。大型事業でも、広域ごみ処理施設建設

や中学校統合に伴う学校整備、市庁舎の整備が見込まれ、老朽化した公共施設の

統廃合にも早急な対応が求められている。 

    また、国民健康保険事業では、平成２７年度決算で６，２９５万円の歳入不足

が生じ、新年度の歳入でその不足分を補てんする繰上充用が行われた。 

    このように本市の財政難は深刻さを増しており、早急に市の財政を根本から立

て直す必要がある。 

 

 

① 人口減尐による市税の減収 

    ・【Ｈ１９】８６億６，７０８万円 

    →【Ｈ２７】７９億５，１０８万円（▲７億１，６００万円） 

② 経費の全体的な見直しの遅れ 

・経常収支比率【Ｈ１５】８４％→【Ｈ２６】９７％ 

財政難の理由（市財政を圧迫した主な要因） 

財政難の理由（市財政を圧迫した主な要因） 
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③ 大型事業の実施 

・千葉科学大学建設費助成（Ｈ１６～１７） 総事業費 約７７億５，０００万円 

・市立銚子高等学校整備事業（Ｈ２０～２２）  同  約５３億１，０００万円 

・学校給食センター整備事業（Ｈ２１～２４）  同  約１９億１，０００万円 

④ 市立病院への繰出金（赤字補てん及び指定管理料） 

・再生機構の指定管理（Ｈ２２～２６）の５年間    約３３億５，０００万円 

 

 

① 広域ごみ処理施設（Ｈ２９～３３） 市負担分 約６４億５，０００万円 

② 統合中学校の整備（Ｈ２９～３７） 総事業費 約２９億２，０００万円 

③ 市役所庁舎の耐震性確保      事業費未定 

④ 老朽化施設の再編整備（Ｈ２７～７６の５０年間） 年 約２７億円（注） 

（注）現在の公共施設等をそのまま維持更新した場合の５０年間における一年

当たりの平均費用で、公営企業における維持更新の費用は含まない。 

  イ 人口減尐 

    本市の人口（国勢調査人口）は、昭和４０（１９６５）年の９万１，４９２人

をピークに減尐傾向が続いており、平成２７年の速報値では６万４，４３１人で、

ピーク時より２万７，０６１人（２９．６％）の減尐となり、前回調査の平成 

   ２２年と比べると５，７７９人（８．２３％）減尐した。尐子高齢化により、労

働力人口も減尐し、市税収入の減尐と地域の活力の衰退が懸念される。 

    また、総務省が発表した平成２７年の住民基本台帳人口移動報告（自然減など

は除く。）によると、本市の転入者数から転出者数を差し引いた社会減（転出超

過）は６６０人で、県内１位となっている。特に、本市に比べ保育料・給食費・

国民健康保険料（税）の負担が低く、地価が安く、子育て支援・福祉サービスが

充実している神栖市への人口流出が顕著で、平成２７年の本市から神栖市への転

出は２６５人で、神栖市から本市への転入は１２１人となっている。厳しい都市

間競争の中で、人口流出を抑制する施策が求められる。 

    なお、平成２６年５月には民間研究機関「日本創成会議」（座長・増田寛也元

総務相）が、２０４０（平成５２）年までに、全国の計８９６自治体で、また県

内では本市を含む２６市町が、子供を産む世代（２０～３０代）の女性が５割以

上減尐するとの試算を公表した（本市は▲６５．４％）。同会議は、こうした自

治体は、「自治体の運営が難しくなり、将来消滅する可能性がある」（「消滅可能

性都市」）と指摘し、国・地方へ早急に対策を講じるように呼び掛けた。 

    人口減尐は、全国の自治体が直面する最大の課題となっており、本市において

も、真剣に取り組まなければならない重要課題となっている。 

 

今後想定される大型事業（※総事業費等は見込額） 

今後想定される大型事業（※総事業費等は見込額） 



4 

  ウ 市立病院の再生 

    市立病院は、平成２０年９月末に経営難からいったん休止し、平成２２年５月

に「医療法人財団 銚子市立病院再生機構」を指定管理者にして再出発したが、

経営を再生機構に事実上丸投げした結果、莫大な広告料支出や様々なコンプライ

アンス違反（労働法令違反、不正念書問題等）を招き、市の財政負担はかえって

膨らんだ。 

    市は、再生機構の指定管理が終了する平成２７年４月以降の病院の方向性を検

討するため、市長の諮問機関として「銚子市立病院の方向性を検討する委員会」

（三村經夫委員長：医師・前徳島県つるぎ町病院事業管理者）を平成２６年２月

に設置し、同年７月に答申を得た。 

    市は、その答申を踏まえて、市の経営への関与を強めるため「一般財団法人 銚

子市医療公社」（理事長：市長）を設立し、平成２７年４月から医療公社を病院

の指定管理者に変更し、管理・運営を行っている（※指定期間は平成３７年３月

までの１０年間）。医療公社では、医師会や国保旭中央病院（３８科・９８９床・

医師２５０人※平成２７年４月現在）など近隣医療機関との連携を図りながら、

公立病院として公益性・透明性のある病院運営を目指している。 

    これまで、市では市立病院に多額の支出を続け、そのことが市の財政難の一因

となってきた。病院への繰出し（指定管理委託料関連経費）は、平成２４年度は

９億３，２２６万円であったが、経営改善を進め、平成２７年度には５億１，６５９

万円へと縮減した。市と医療公社は、市における財政支援を地方交付税の範囲内

とすることを目標としており、市立病院の再生は、市財政にとって喫緊の課題と

なっている。 

  エ 市立高校の運営 

    平成１４年に始まった県教育委員会の高校再編の動きを受けて、本市では、平

成２０年４月に市立高校の再編統合を行い、それまで銚子高校と銚子西高校の２

校あった市立高校を銚子高校に統合、平成２２年８月には旧銚子高校の跡地に新

校舎を建設し、９月に新校舎へ移転し現在に至っている。 

    県内の市立高校は、本市を含めて６市に７校（千葉市２校、船橋・松戸・柏・

習志野・銚子市に各１校）あるが、６市の人口規模（国勢調査人口）を比べると、

本市が６万４，４３１人で一番小さく、次いで習志野市の１６万８，０３３人と

なっている。 

    また、平成２７年度の在校生９７１人（定員：一学年３２０人）の出身中学校

の所在市町村をみると、銚子市内が４１％、県内その他市町が旭市・香取市で各

１２％など計３０％、県外の茨城県神栖市が残りの２８％などとなっている。県

外（神栖市）からの入学者数は例年約３割で、これは隣接する千葉・茨城両県の

教育委員会の協定により、茨城県から千葉県の県立・市立高校への入学志願者が

「各学校のそれぞれの学科の募集定員の３０％以内」とされていることを受けて

のものである。 
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    なお、入学料・授業料は、市の条例（市立高等学校設置条例）で入学料５，６５０

円、授業料年額１１万８，８００円（月額９，９００円）と定めており、これは

県立高校と同額で、茨城県の県立高校とも同額となっている。 

    市立高校については、市の財政難などもあって、市内から通学する生徒が４０％

の高校を、今後も今の運営形態のままとするのかについては、議論のあるところ

となっている。 

  オ 公共施設等の維持管理・老朽化施設の統廃合 

    平成２４年１２月２日に発生した中央自動車道笹子トンネルの天井板崩落事

故をきっかけとして、インフラ施設をはじめとする公共施設等の老朽化対策が、

大きな社会問題としてクローズアップされた。 

    国は、老朽化による重大事故の発生を２０３０（平成４２）年にはゼロとする

目標を掲げ、平成２５年１１月に道路や橋など公共インフラの維持・管理の基本

指針となる「インフラ長寿命化基本計画」を策定した。そして平成２６年４月に

は、地方自治体へ公共施設等総合管理計画の策定を要請し、本市では、これを踏

まえて、平成２８年２月に「銚子市公共施設等総合管理計画」（計画期間：平成

２８～４７年度）を策定したところである。 

    本市の公共施設等は、学校や青年館等の建築系が１９８施設（延床面積約２９

万３，０００㎡）、土木系は市道８０４㎞、橋梁１１８本、水道管３９８㎞、下

水道管１９４㎞などとなっており、建築系の約７割が建築後３０年を経過し、土

木系も継続的な老朽化対策が必要で、今後は多額の更新費用が必要となる。 

    本市に限らず、過剰になり始めた公共施設をどう整理するかが、今後の自治体

の財政の行方を大きく左右するものになっている。人口減もあって税収が伸びな

い中、過剰な公共施設を抱え続ける余裕は、どこの自治体にもなく、限られた財

源で次世代に何を残すか、問われている。 

  カ 地域の活性化  ～総合戦略の着実な実施～ 

    行財政改革は、最終的に予算に反映させることで結果を出すものであるが、経

費削減に執着しすぎると、「予算と人材を効率的・効果的に配分して、質の高い

行政サービスを提供し住民福祉の向上を図る」という行財政改革の本来の目的を

達成できなくなり、人口を流出させ、地域の停滞を招くことになる。 

    本市には、日本一の水揚げを誇る漁業、全国有数の出荷額を誇る農業や水産加

工業、銚子特有の気候、風土、地勢などから育まれてきた伝統産業、そして優れ

た観光資源がある。行財政改革を確実なものとするためには、地域の活性化が不

可欠であり、これらの産業間の連携「オール銚子」で、魅力のある新たな銚子ブ

ランドを創出し、地域の活性化を図っていく必要がある。 

    本市では、「まち・ひと・しごと創生法」（平成２６年１１月２１日制定）に基

づき、平成２７年度から５年間で取り組む人口減尐対策の具体策などを盛り込ん

だ「銚子市しごと・ひと・まち創生総合戦略」を平成２７年１０月に策定した。 
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    銚子創生のため、総合戦略を着実に実施していく、質の高い行財政改革が求め

られている。 

（２）財政運営の課題分析 

  ア 経費負担の大きさ 

    下の図は、本市の普通会計決算における物件費の推移である。 

 

    これまで第６次行政改革大綱（推進期間：平成２０～２４年度）や第１期行財

政改革審議会の「銚子市再生の緊急改革プラン」（同：平成２６～２８年度）に

おいても、経常的経費等の削減として、需用費（消耗品費・燃料費・光熱水費等）

や委託料、旅費などの物件費の更なる削減が求められ、鋭意取り組んできたとこ

ろだが、アウトソーシングの推進により人件費が削減された一方で、委託料など

で物件費が上昇する側面もあり、削減の効果がはっきりと表れていない。 

    本市の行政目的別の歳出（平成２６年度、普通建設事業費を除く。）について、

市民一人当たりの金額を計算し、千葉県下の全市平均と比較したものが下の表で

ある。 

（単位：円）       

目的別歳出区分 銚子市 県下全市平均 

議会費 ３，４４９(注2) ３，２２６(注2) 

総務費 ３８，７１９(注2) ３５，３４２(注1) 

民生費 １１４，１０６(注2) １１５，６６８(注2) 

衛生費 ４４，１５８(注2) ３２，４４２(注2) 

労働費 ２９６(注2) １８２(注2) 

農林水産業費 ５，８１２(注2) ４，３６２(注2) 

商工費 ４，２４５(注2) ６，２７５(注2) 

土木費 １６，３１４(注2) １４，２１５(注2) 

消防費 １４，０６９(注2) １４，９５９(注2) 

教育費 ３４，９５２(注2) ３０，２０５(注2) 

百万円 
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(注１)Ｈ１１年度以降に合併を行った１１市を除外して計算した。 

(注２)震災復興経費が多い浦安市（１２７，８４０円）を除外して計算した。  

    本市においては、市立病院があり衛生費の金額が大きくなっているが、衛生費

以外にも総務費、農林水産業費、土木費、教育費の金額も大きい。これらの行政

分野の事業経費についても、見直しの対象とする必要がある。 

    特に総務費と教育費について、条件が似ている市と比較したものが下の表であ

る。これらの数値からも、本市における経費支出（普通建設事業費以外の支出）

の大きいことがわかる。 

    市民一人当たりの総務費（円）        市民一人当たりの教育費（円） 

袖ケ浦市 ４６，０４７  銚子市 ３４，９５２ 

銚子市 ３８，７１９  習志野市 ３４，３７０ 

白井市 ３７，７４６  船橋市 ２５，４２３ 

東金市 ３４，３６６  柏市 ２４，３１３ 

八街市 ２５，３９９  千葉市 ２４，１９６ 

(注)千葉県の人口６０，０００人台の市  松戸市 ２３，６５７ 

  （注）市立高校を有している自治体 

    そのため、こうした現状を十分踏まえ、事務事業の全面的な見直しを行い、物

件費の徹底した削減を図っていく必要がある。 

  イ 将来負担の大きさ 

    平成２６年度末の本市普通会計の市債残高は３００億円を超え、平成２６年度

に支払った利息だけでも４億円を超える。この市債残高及び利息について、これ

らを超える市は県下にも多数あるが、歳入規模からみた本市の負担は、極めて大

きいものになっている。 

    下の表は、市債残高の歳入総額に対する倍率と、支払利息の歳入総額に対する

割合について、千葉県下の市の上位５団体と下位５団体を比較したものである。 

  市債残高の歳入総額に対する倍率   支払利息の歳入総額に対する割合（％） 

千葉市 １．９０   千葉市 ２．８０  

茂原市 １．３２   銚子市 １．６７  

銚子市 １．２５   茂原市 １．５６  

鴨川市 １．１５   いすみ市 １．４７  

東金市 １．１３   館山市 １．４５  
     

     

印西市 ０．５６   船橋市 ０．６８  

君津市 ０．４９   君津市 ０．５９  

袖ケ浦市 ０．４９   市川市 ０．５８  

市川市 ０．４６   袖ケ浦市 ０．４８  

浦安市 ０．１９   浦安市 ０．２５  



8 

     

    さらには、地方公共団体の財政の健全化に関する法律（いわゆる「財政健全化

法」）により、全ての自治体には将来負担の総額に基づく将来負担比率の算定・

公表が求められているが、本市の将来負担比率は１７９．８％であり、これは全

国７９３の市の中で下から１８番目となっている。全国の市の２割に当たる１８０

団体は将来負担比率が計算上０％、市の全国平均が２５．０％であることも考え

れば、本市の将来負担比率は極めて大きいものとなっている。 

    したがって、市債の新規発行を抑制して市債残高の減額に努めるとともに、将

来世代に負担を先送りしない財政運営を進めていく必要がある。 

  ウ 施設維持負担の大きさ 

    「銚子市公共施設等総合管理計画」（平成２８年２月策定）にあるように、本

市の市民一人当たりの延床面積は県内の市の中で３番目であり、合併していない

市の中では一番大きくなっている。また、公共施設１施設当たりの人口を比較す

ると、千葉市が９３７人、茂原市が９１９人であるのに対して、本市は３３８人で

あり、小規模な公共施設を多数保有している状況がわかる。 

    公共施設等を今のまま維持更新し続けるには、今後多額の費用が必要となるが、

人口減などにより税収が伸びない中、どこの自治体にもそうした余裕はない。本

市の総合管理計画では、今後５０年間の公共施設等の更新費用を総額１，８８４

億円と試算している。このうち公営企業に係る更新費用は５２９億円で、普通会

計では残り１，３５５億円（年額２７億円）超の確保が必要となり、本市が今の

まま公共施設等を抱え続けることはできない。 

    そのため、本市では今後、公共施設等の総量の抑制を早急に行い、その維持・

管理・更新の負担を軽減していくため、特定の施設の問題だけでなく、全面的な

見直しを行い、将来に向けて維持可能なものに施設の規模を縮小していく必要が

ある。 
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３ 財政再建に向けた取組 

 （１）財政状況の改善策 

  ① 歳入の確保 

   ア 税収の確保 

    (ｱ) 徴収対策の強化【税務課】 

     【目標】 

      市税の徴収率（平成２７年度：９０．７％）を５年以内に９４．３％（平

成２７年度県平均速報値）まで引き上げる（効果額最終年度（平成３３年度）

２億７，４００万円、累計１１億１，５００万円）。将来的には、地方交付

税における基準財政収入額の算定に用いる徴収率の見直しを踏まえ、全国平

均、更には全国上位３分の１の地方自治体が達成している徴収率を目指す

（＊地方交付税の算定における徴収率の見直しは、平成２８年度から５年間

で段階的に反映）。 

     【対応策】 

     ○ 財産調査や差押などの徴収手続における組織的な進行管理を徹底強化す

る。 

     ○ 現年課税分について徴収対策を徹底し、新たな滞納繰越分の発生を抑え

るとともに、県平均と比べ徴収率が特に低い滞納繰越分についても徴収対

策を徹底する。 

     ○ 固定資産税において、国税情報との照合など、課税客体の捕捉や申告内

容の調査を強化する。 

     ○ 生活困窮者（社会的弱者）について、福祉部門との連携強化を図る。 

 

＜徴収率向上による効果額＞ （単位：％、百万円） 

 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 

徴収率 

（目標） 
９２．６ ９３．１ ９３．６ ９４．０ ９４．３ 

効果額 １５９ １９３ ２３１ ２５８ ２７４ 

累 計 １５９ ３５２ ５８３ ８４１ １，１１５ 

 

＜平成２６年度 市町村税の徴収率＞  （単位：％） 

 銚子市 県平均 全国平均 

現年課税分 ９７．８ ９８．５ ９８．９ 

滞納繰越分 １５．５ ２３．３ ２４．４ 

計 ８９．４ ９３．６ ９５．５ 

（注）国民健康保険料・税は除く。 
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    (ｲ) 国民健康保険料の見直し、税への移行【保険年金課・税務課】 

     【目標】 

      国民健康保険料について、平成３０年度からの財政運営の県への移管（広

域化への移行）を踏まえ保険料を見直す。 

      国民健康保険料（税）の徴収率（平成２７年度：現年度分８９．５％、滞

納繰越分１５．０％）を５年以内に現年度分９５．０％、滞納繰越分２３．０％

まで引き上げる（効果額最終年度（平成３３年度）３，６００万円、累計３

億６，０００万円）。 

     【対応策】 

     ○ 国民健康保険料（税）率の見直し（平成３０年度から新料（税）率の適用） 

     ○ 保険料を税に移行して徴収体制を市税と一元化 

     ○ 徴収対策の徹底（(ｱ)に準じた対策） 

＜平成２６年度の国民健康保険料の徴収率＞ （単位：％） 

 銚子市 県平均 全国平均 

現年度分 ８９．２ ８９．２ ９０．１ 

滞納繰越分 １０．５ １８．４ ２０．０ 

計 ６７．９ ６７．６ ７５．２ 

                    （注）県平均には、国民健康保険税が含まれる。 

   イ 債権管理の強化【税務課ほか関係各課】 

    【目標】 

     各債権の収納率を改善する。介護保険料、後期高齢者医療保険料、下水道使

用料、下水道事業受益者負担金及び学校給食費の滞納繰越分の収納率並びに市

営住宅使用料の収納率を５年以内に５％（平成２７年度比）引き上げる（効果

額約４００万円（単年度））。 

    【対応策】 

     地方税の滞納処分の例により処分することができる国民健康保険料、介護保

険料、後期高齢者医療保険料、保育所運営費負担金、下水道使用料（滞納繰越

分に限る。）、下水道事業受益者負担金などは、市税と一元的に管理し、収入の

確保に努める。 

     また、滞納処分の規定がない市営住宅使用料や学校給食費、貸付金などの私

債権についても、債権のより適正な管理及びより一層の債権回収に努める。 

    ○ 債権管理条例に基づく債権管理を徹底する。 

    ○ 未収金総額を５年以内に１０分の１（１億３，０００万円）以下とする。 

    ○ 債権管理組織の一元化 

   ウ 市有地の売却【財政課ほか関係各課】 

    【目標】 

     ５年以内に、現在随時募集している３件のほか、公共施設再編後に未利用と
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なる市有地の売却または長期貸付けを順次行う。 

    【対応策】 

    ○ 未利用財産のリスト作成（平成２８年度中） 

    ○ 長期にわたり売却の目途が立たない物件は、価格の再鑑定の実施を検討 

    ○ 施設の統廃合により未利用となる公共施設等で、建物の安全性が確保され

ていない物件は、原則として施設を除却した後、用地を売却 

    ○ 売却が困難な物件は、長期貸付けを検討 

    ○ 売却または貸付けに関するＰＲの強化 

＜長期にわたり売却の目途が立っていない市有地（例示）＞ （単位：㎡） 

所 在 地 面  積 

長崎町（旧国民宿舎跡地） ８，４７７．１４  

三崎町 1丁目 ５５６．０６  

小浜町 ５２７．２６  

 

   エ 使用料・手数料の見直し【財政課ほか関係各課】 

    【目標】 

     平成３１年１０月の消費税率の引上げまでに、全ての使用料・手数料の見直

しを行う。 

    【対応策】 

    ○ 平成２８年度中に使用料・手数料の算定方式などを定めた「使用料・手数

料の見直しに関する基本方針」（仮称）を策定し、減免規定を含めて必要な

見直しを行う。 

    ○ 行政コスト計算書（公会計財務書類）を活用した適切な使用料・手数料の

算定と、使用料・手数料によるコスト回収率の適正化を図る。 

＜ 先 行 見 直 し 分 ＞       （平成２８年４月改定） 

 主 な 改 定 内 容 
効 果 額 

（平成２８年度予算） 

ごみ処理手

数料 

可燃ごみ１０袋  

 １５４円（２０ℓ）→ ２２６円 

２０６円（３０ℓ）→ ３１９円 

３０８円（４５ℓ）→ ４６６円 

４０，９７６千円 廃棄物処理

手数料 

し尿１０ℓ 

 （新設）→ ３１円 

搬入ごみ（家庭用）１０kg 

  ５１円→ ５９円 

搬入ごみ（事業用）１０kg 

 １５４円→１９６円 
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斎場使用料 市内大人 

 ６，０００円→１２，０００円／体 

市外大人 

３０，０００円→６０，０００円／体 

 

６，５６５千円 

 

＜今後料金の引上げが想定されるもの＞ 

        ・廃棄物処理手数料（浄化槽汚泥） 

        ・道路占用料等（電柱、地下埋設物等） 

        ・閲覧、証明及び交付手数料 

        ・公共施設の使用料 など 

   オ ふるさと納税の推進【企画課】 

    【目標】 

     ふるさと納税寄附金（平成２７年度実績額１億２，５００万円）の額を２億

円にする。 

    【対応策】 

    ○ ふるさと納税について、効果的なＰＲを積極的に行うほか、新たに魅力的

な謝礼品を開拓し、地域産品のＰＲと地域振興につなげていく。 

    ○ 企業版ふるさと納税について、企業が共感する事業を提案して、その推進

を図る。 

 

  ② 歳出の削減 

   ア 組織の見直し【財政課ほか各担当課】 

    【目標】 

     平成２８年度現在６部２４課ある組織を見直し、平成３０年度までに１５課

程度に再編する。 

    【対応策】 

     現在計画されている平成３０年度からの課制移行へ向け、尐人数の課や班を

関連部署と統合し、事務の効率化と定員の適正化を図り、事務事業における重

複の解消や実施の効率化による経費の削減と新たな行政課題に対応できる組

織体制の構築を目指す。 

＜組織再編…課制への移行＞ 

 Ｈ２７ Ｈ２８（現行） Ｈ２９（案） Ｈ３０（案） 

組織体制 ６部２６課１室 ６部２４課 ６部２１課 １５課 

（注）行政委員会（監査委員、農業委員会）事務局、議会事務局及び消防は除く。 
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   イ 義務的経費（人件費・扶助費・公債費）の削減 

     財政の弾力性を示す経常収支比率が９７％（Ｈ２６）と財政が硬直化してお

り、義務的経費とされる人件費、扶助費及び公債費の徹底した削減に取り組む。 

    (ｱ) 人件費の縮減【総務課】 

     【目標】 

      平成２８年度現在５７４人いる職員を平成３３年度までに５３２人に削

減する（平成３３年度効果額（対平成２８年度比）３億３，７００万円。組

織の見直しによる効果額を含む。）。 

     【対応策】 

     ○ 平成２８年度中に平成２９年度を初年度とする新たな「定員適正化計

画」を策定し、職員数の適正化を進める。 

     ○ アウトソーシング（指定管理、業務委託等）を推進して、人件費の削減

を図るとともに、施設の利用者によるボランティア、ＮＰＯ法人などの協

力を得て、委託費の節減についても努める。 

       ＜想定される公共施設＞ 

        三崎園（地域活動支援センター）、体育館、青尐年文化会館、市民セ

ンター、公正図書館 

     ○ 給与について、国の給与制度の総合的見直しの動向を踏まえた給与構造

の見直し、勤務実績の給与への適切な反映などを実施する。なお、その際

は、特に若年層の処遇改善を図り、優秀な人材の確保に努める。 

     ○ 時間外勤務を縮減するため、次のような対策を講じる。 

      ・適正な職員配置 

      ・部署内の業務分担調整、部署間の応援体制の強化 

      ・計画的及び効率的な業務執行 

      ・事務事業の見直し（業務の廃止・縮小・改善による業務量の削減） 

      ・時間外勤務の勤務命令及び確認手続の徹底 

      ・職員の意識改革（健康管理、コスト意識、ワーク・ライフ・バランス等） 

    (ｲ) 扶助費の見直し【各事業課】 

     【目標】 

      国・県の制度に基づかない市単独事業の一部について、見直しを進める 

     （平成３０年度効果額６，２００万円、平成３０～３３年度効果額累計２億

３，２００万円）。 

     【対応策】 

      市単独事業のうち、国・県の制度に市独自で上乗せまたは横出しの給付を

行っているものを、平成３０年度から廃止する。 

＜市独自で上乗せまたは横出しの給付を行っている事業＞（例示） 

        ・心身障害者医療費給付 

        ・難病者援護金 

        ・重度心身障害者福祉年金 
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    (ｳ) 公債費の縮減【財政課】 

     【目標】 

      地方債の年間発行額（※）の上限を５億円に設定する。 

      ※ 臨時財政対策債、除却債及び元利償還金の一部が地方交付税の基準財

政需要額に算入されるものを除く。 

     【対応策】 

      建設事業債の発行について、上限額の設定を検討するなど、地方債の新規

発行を抑制して市債残高の減額に努めるほか、利率の見直しなどを行い、将

来負担を増加させない形での公債費負担の軽減を図る。 

 

   ウ 物件費の削減【各担当課】 

    【目標】 

     物件費の総額（※）を５年以内に６％削減する（平成３３年度効果額（対平

成２７年度比）約１億７，０００万円）。 

     ※ 人件費その他の経費の総額が減尐するアウトソーシング等による物件

費（委託料など）の増は除く。 

    【対応策】 

    ○ 公共施設の統廃合により維持管理コスト（光熱水費、賃金、業務委託料等）

を削減するとともに、事務事業の全面的な見直しにより、物件費の削減を図

る。 

    ○ 委託料について、委託効果の検証と業務仕様の見直しを毎年実施するとと

もに、受託者の選定は一般競争入札を原則とし、徹底した経費の削減に努め

る。 

 

   エ 事業の圧縮【各事業課】 

     普通建設事業は、市民生活に真に必要な事業以外は実施しないこととし、事

業の抑制と効率的かつ計画的な執行に努め、経費の縮減を図る。 

 

  ③ 特別会計の健全運営の確保、基準外繰出の削減 

   【目標】 

    国の繰出し基準に基づく一般会計との経費負担のもとで、独立して運営を行い、

基準外の繰出金を削減する。 

   【対応策】 

    病院事業や下水道事業等の公営企業や国民健康保険事業等について、まずその

会計自身で収支の改善に努め、その上で、一般会計で何をどの程度負担すべきか

明確にし、必要な繰入金を確保するとともに、引き続き収支の改善に努める。 

   (ｱ) 病院事業 

     ○ 平成２８年度中に地域医療構想（平成２８年３月千葉県保健医療計画改

定）を踏まえた「新公立病院改革プラン」を策定する。 

     ○ 市からの財政支援は、国からの地方交付税の範囲を基本とする。 
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   (ｲ) 水道事業 

     ○ 将来にわたって安定的に事業を継続していくため、平成３２年度までに

中長期の「経営戦略」を策定し、それに基づいて経営を行う。 

   (ｳ) 下水道事業 

     ○ 平成３１年４月を目途に公営企業会計へ移行する。 

     ○ 将来にわたって安定的に事業を継続していくため、平成３２年度までに

中長期の「経営戦略」を策定し、それに基づいて経営を行う。 

   (ｴ) 国民健康保険事業 

     ○ 繰出しは国の繰出し基準や近隣市町との料金の均衡を勘案して行う。 

     ○ データヘルス計画の作成、健康増進事業の推進、ジェネリック医薬品（後

発医薬品）の使用促進、レセプト点検の強化、重複受診者・頻回受診者な

どへの指導強化、特定健康診査等の受診率向上を図り、医療費を抑制して

いく。 

   (ｵ) その他事業会計 

      介護保険事業会計、後期高齢者医療事業会計については、それぞれ国の繰

出し基準により繰出しを行う。 

 

  ④ 公共施設等の統廃合・集約化等の促進 

    銚子市公共施設等総合管理計画に掲げた２０年後の延べ床面積３０％削減を

実現するため、具体的な個別計画の策定を進めるとともに、中学校等の施設の統

廃合を行う。 

   ○ 財源と整備スケジュールを明確にした個別計画の策定を進め、地域住民や施

設利用者等に施設の老朽度、耐震度、ランニングコスト、利用状況、費用対効

果などの客観的なデータを示し、市民の合意づくりに努める。また、大綱の推

進期間である５年間で重点的に施設の統廃合・集約化等に取り組むべき施設に

ついては、平成２８年度中に個別計画を策定する。 

   ○ 行政需要が乏しい施設は廃止を進め、再整備が必要な場合は経費を必要最小

限に留めつつ、老朽化対策や統廃合に努める。 

   ○ 幼稚園について、年々、園児数が減尐しているため、「市立幼稚園の休止・

廃止等の基準」（平成２０年４月設定）に基づき、統廃合を進める。 

＜現在予定されている統合・集約化＞（例示） 

 統合・集約化の内容 

消防署所 １消防署３分遣所 → １消防署２分署（Ｈ３０） 

中 学 校 ７校 → ２校（Ｈ２９～３７）※（注１） 

小 学 校 １３校→１０校※（注２） 

市営住宅 ８００戸 → ４００戸（Ｈ２８～４７） 
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      ※注１．「新中学校再編方針」（平成２７年２月市教育委員会策定）に基づく内容（現 

在再検討中） 

       ※注２．「新小・中学校等再編方針」（平成２２年１２月市教育委員会策定）に基づく

内容 

 

   ○ 長期的な利用が見込まれるインフラや公共施設については、定期的な点検・

診断に基づき、施設の長寿命化を推進し、中長期的な観点から財政負担の軽

減・平準化を図る。 

 

  ⑤ 近隣自治体との広域連携 

    人口減尐に伴い市の財政規模が縮小する中で、近隣自治体との広域連携は今後

重要な取組となる。現在、既に検討が進んでいる広域ごみ処理施設整備事業と同

様に、病院、高校、わかば学園（児童発達支援センター）の運営その他あらゆる

行政分野においても、広域連携について積極的に検討する。 

   ○ ごみ処理施設の広域化（東総広域市町村圏事務組合）については、平成３３

年度から実施する。 

   ○ 市立病院は、旭中央病院との医療連携を図る。 

   ○ 市立高校は、今後の人口と生徒数の減尐を踏まえ、適正な学級数に見直して

いくとともに、長期的な視点に立って県立移管や県立高校との統合についても

検討していく。 

 

 （２）財政事情の公表 

    本市においては、厳しい財政状況にある中、労働人口の減尐、尐子高齢化、産

業の低迷及び後継者の不足などの多くの諸問題を抱え、今後も市税の減尐及び地

方交付税の減額が見込まれることから、市民全体に共通の認識と危機感を持つた

め、詳細な財政状況の情報開示と明瞭な説明が必要である。 

   ア 市債の情報開示 

     公債費が市財政を圧迫する大きな要因となっていることから、市民とその認

識、危機感を共有するため、市債残高について、一般会計、特別会計における

各市債別の起債目的、償還期間、利率及び償還計画の情報を開示する。 

   イ わかりやすい広報の実施 

    ○ 条例に基づく「財政事情」の５月及び１１月の年２回の公表だけでなく、

市の広報紙やホームページにより、広く市民へ当初予算、財政状況、決算状

況等について、行財政運営の実態を市民目線でわかりやすく伝える。 

    ○ また、当初予算編成方針等の議会議員への説明や、市民説明会の開催等さ

まざまな機会を通じて、詳細な財政状況の情報開示と明瞭な説明に努める。 

   ウ 財政の「見える化」の推進 

    ○ 平成２９年度までに統一的な基準による地方公会計を整備する。 

    ○ 固定資産台帳を含む統一的な基準による財務諸表を作成することにより、
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財政運営や政策形成を行う上での基礎資料として、資産・債務管理や予算編

成、政策評価等に有効に活用する。 

    ○ 財務情報の議会、市民等へのわかりやすい説明に努める。 

 

 （３）行財政改革における事業仕分けの応用 

    大幅な人口減尐に伴う歳入減が見込まれる本市の財政再建に立ち向かうため

には、施策の全体像を、大綱を幹とするツリーに見立て一体的に処理し、行財政

改革全般でＰＤＣＡサイクルを回して取組を強化しながら前進させることが重

要である。 

    まず、本市における各種の行政計画、政策プラン等については、この大綱に関

連付け、必要に応じて、各行政計画、各政策プラン等の整合性を図る。 

    また、全ての事務事業において行財政改革に向けた取組が行われるような仕組

みを構築することが重要であり、それぞれの業務プロセスなどを総合的に見直す。

市民に提供するサービスについても、本当に必要なサービスというものをゼロベ

ースで見直す必要があり、事務事業の見直しについては、行財政改革審議会の下

に市民のみで構成される市民委員会を設置して議論する。 

    事業仕分けにおける廃止等の判定結果については、できる限り尊重する方向で

再度事務事業のあり方を検討し、その再検討の結果を公表する。 

    また、行政に対する市民ニーズの高まりから事務事業は増加する傾向にあるが、

市の財政状況等を考慮し、事務事業の休廃止を検討する必要があり、その場合は

市民への説明が欠かせない。さらに、各種団体事務局事務の移管に向けて、各種

団体の自立的運営を図るため、事務局事務の受け皿となる組織の育成を支援する。 

 

 （４）職員の意識改革 

    ○ 現在の厳しい財政状況を全職員が共通課題として捉え、職員一人ひとりが

当事者意識を持って改革に取り組めるよう、職員への情報の周知徹底を図る。 

    ○ 特定課題の検討プロジェクトチームのような職員の自発的な活動を支援

し、政策提案やその実現を推進することにより、職員のモチベーションの向

上を図る。 

    ○ 銚子市人材育成基本方針（平成２１年８月策定）に基づく取組により、専

門的な知識や職位に応じた処理能力の育成を図り、自主的・自発的に行動し、

常にコスト意識とスピード感を持ち、市民の目線に立った新たな課題に積極

的にチャレンジできる人材を育成する。また、職員自ら地域の一員であると

認識し、積極的に地域の中に溶け込んで、地域の人と一緒にまちづくりに取

り組むことが重要である。 

 

 （５）市民参画と地域協働の推進 

    ○ 市の広報紙、ホームページ等の媒体や市政報告会、市議会における議論等
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のさまざまな機会を通じて、市民に情報を発信し、市の現状について情報共

有を図る。 

    ○ パブリックコメント、ワークショップ等の実施など、市民の意見を取り入

れるための仕組みを構築していく。 

    ○ 市が直接提供することが困難となるサービスであっても、市に代わって実

施が可能な団体等（町内会、ボランティア、ＮＰＯ、市民団体等）と連携・

協力し、必要なサービスの提供に努める。 

 

 （６）進行管理 

    第７次大綱の推進に当たっては、当面、実施計画に掲げる項目を中心として改

革を進めることとする。 

    その進行管理については、各年度における実施項目ごとの推進状況を把握し、

行財政改革審議会に報告して意見を求めるとともに、市民委員会で議論し、広く

公表していく。 
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４ 地方創生・銚子再活性化の取組 

 （１）地方創生に向けた取組 

    本市では昨年１０月、喫緊の課題である人口減尐問題を克服し、銚子創生を成

し遂げていくために、①「稼ぐ力」所得アップ産業創出プロジェクト、② 郷土

定着・移住促進プロジェクト、 ③ まちの宝 子ども育成・高齢者健康活躍プロ

ジェクト、④ 地域力・市民力応援プロジェクト、の４つの基本戦略を柱とした

「銚子市しごと・ひと・まち創生総合戦略」（以下「総合戦略」という。）を策定

した。 

    銚子創生は、数多い政策課題の中でも最も重要な課題の一つであり、事業仕分

けにおける事業評価にも見られるように、将来を展望する市民の意識は大変高く、

総合戦略の着実な実施が求められている。 

銚子創生では、地域の強みである漁業、農業、食品加工業、観光業などの地域

資源ポテンシャルを活かした取組を展開し、それを成し遂げるために行政主導に

よる従来型の施策から、行政が市民、地域、団体、企業、大学などと情報を共有

し、官民連携・異業種間連携・政策間連携を推進することにより、新しい資源を

掘り起し循環させ、市民をはじめとした多様な主体がまちづくりの主役となる取

組を進める。そして、銚子創生を実現するために、第７次行政改革大綱を確実に

実行し、その効果により生み出された財源を、選択と集中により総合戦略に位置

づけた施策に活用していくこととする。 

 

 （２）大学・企業等と連携した銚子再活性化への取組 

    千葉科学大学は、地(知)の拠点大学として国に認定され、加えて千葉大学主導

の地(知)の拠点大学による地方創生推進事業（COC+）に参画している。こうした

大学の知的資源を地方創生へ役立てるため、大学・市・地元企業・関係団体が連

携を強化し、協働で地域の産業振興・雇用創出等を図るとともに、地域に学生が

残るための取組を進める必要がある。 

 

 （３）自然（再生可能）エネルギー産業の誘致促進 

    本市の強み（自然環境、気候）を最大限活かした洋上風力発電施設の誘致は、

地域にとって雇用、税収効果など地域活性化に貢献するメリットが大きいことか

ら、市として具体的・積極的に取り組む。 

 

 （４）その他の具体的な銚子再活性化に向けた取組 

  ○ 水産物及び農産物の販路拡大・６次産業化の推進 

   ア 水産物 

     全漁連のシンガポールアンテナショップ等への高品質魚介類の輸出、千葉県

の水産加工研究室などの指導・助言を受けながら地元水産加工業者による千葉

ブランド新商品の開発、千葉科学大学の技術支援（「好適環境水」など）を活
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用した商品化の研究、各種水産イベントの開催などによる販路拡大を目指す。 

     また、第一卸売市場の優良衛生管理市場・漁港認定による成田空港からの高

品質魚介類の輸出を促進し、漁業者の所得アップを図る。 

   イ 農産物 

     地元産の農産物のブランド化を推進し、消費拡大を図るため、イベントを開

催するとともに、販路拡大のため市外・県外へのＰＲイベントに参加し、安定

的な農業経営を図る。 

  ○ 創業（第二創業）の支援、企業・起業家の誘致 

    本市で起業・創業を希望する者に対するセミナーの開催や空き物件等の情報を

一元化したポータルサイトの構築、創業資金融資への利子補給補助、空き店舗入

居者への家賃補助及び改修費補助を実施する。また、企業・起業家の誘致を促進

するため、企業に対しては、地域資源、立地条件、奨励制度、物件情報等の提供

と企業立地に関するコーディネートを行い、市外からの起業希望者に対しては、

豊富で新鮮な食資源や温暖な気候など、観光地である本市の魅力を体験できる見

学ツアーや宿泊型セミナーを行う。 

  ○ 外国人観光客の誘致促進 

    外国人記者、留学生を対象としたモニターツアーを実施し、本市の魅力を実際

に体験して外国人に広めてもらうなど情報の発信に努めるほか、本市を訪れる外

国人観光客の利便性の向上を図る。 

  ○ 広域幹線道路網の整備促進 

    銚子連絡道路や国道３５６号バイパスの早期の整備促進に努め、成田空港、羽

田空港、首都圏及び北関東とのアクセス向上による企業活動の効率化・活性化を

促進するとともに交通アクセス向上による観光業の活性化を図る。 

  ○ 健康商品等の開発 

    食・自然・文化などの銚子の豊かな地域資源を、「健康」というテーマのもと

で磨き、実践的な人材教育や商品開発を通じて、主に女性の雇用をターゲットと

した地域の雇用を創出する。 

  ○ スポーツツーリズムの推進 

    スポーツツーリズムを推進するＮＰＯ法人と連携し、民間で行われているサイ

クルレースやランニングイベントなどのスポーツイベントの誘致や開催支援を

行う。また、旧銚子西高校の部室棟などをリノベーションし、スポーツ合宿（宿

泊）施設として甦らせ、スポーツ合宿とスポーツ大会、観光などを組み合わせた

旅行商品を開発するなど、スポーツタウンとしてのブランディングを推進する。 
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別添 

 人口推計 

 

 

 

資料：総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成２５年３月推

計）」、銚子市しごと・ひと・まち創生総合戦略「将来目標人口」 
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